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総合商社の存立基盤について
—商社斜陽論を中心に一
杉野幹夫
はじめに
(1) 
総合商社は，現在わが国の国内卸売およぴ貿易の大部分を取扱い，さらに，
海外進出の先兵として日本の対外投資の多くを担うとともに，世界にはりめ
ぐらされた海外支店網を用いて，第三国間貿易にまで手を拡げている。いわ
ば，世界的な商業独占体に成長している。総合商社の特徴は，多種多様な商
品を取扱うという取引商品の総合性にとどまらず，その機能においても，単
なる商業資本としての機能を越えて，企業集団のオルガナイザーとして多角
的な活動を展開していることに求められる。そして総合商社は商品流通を支
配するばかりでなく，豊富な資金力によって中小資本を支配し，また買占め
売おしみなどの価格操作や，株式，土地に対する投機にも手を伸ばしている
し，さらに，国家市場をめぐる贈賄事件など，その巨大化にともなって腐朽
性も顕著になっている。総合商社は，流通過程にとどまらず現在の日本経済
の様々な部面で，無視できない巨大な存在になっている。
(1) 総合商社とは，硯在，次の9社を指している。三菱商事，三井物産，丸紅，伊
藤忠，住友商事，日商岩井， トーメン，兼松江商，日綿実業。
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ところで，総合商社も，戦後単調な発展過程を辿ってきた訳ではない。物
産，商事が進駐軍の命令によって数百の中小商社に解体された戦後の出発点
から，現在に至るまで，商社は数度の転換期に遭遇し，そのつど，合併，吸
収をくり返し，多くの商社が消減していった。最近の総合商社の一角安宅産
業の倒産にみられるように，業界の再編成は硯在なお進行中ともいえるので
ある。弱肉強食は，巨大総合商社発展のメダルの裏面でもある。
そして， こうした総合商社の抱える矛盾を， 明快に指摘したのが，「総合
(2) 
商社論の古典」とも評されている，総合商社斜陽論であった。日本経済が，
貿易自由化の波に直面して動揺していた 1961年に，「総合商社は斜陽である
か」というセンセーショナルな表題の論文が発表された。これが，御園生等
(3) 
教授によって提起された総合商社斜陽論である。
60年頃は，総合商社の戦後史において，ー大転換期である。貿易自由化と
いう，日本経済構造全体の転期であったことに加えて，総合商社の体制から
みても， 59年の三井物産の大合同によって， 50年代前半からすすめられてい
た商社再編に一応のピリオドが打たれ，現在にいたる総合商社の基本的体制
が確立したのである。 50年代の再編は， 2つの方向で進行した。ひとつは，
解体された財閥商社の復興をめざす合同であり，他方は，繊維，金属の専門
(4) 
商社が統合を通じて総合化を遂げてゆく動きであった。こうして，戦前にお
ける，財閥商社と専門商社の分極構造から，戦後には，世界的にも特異な総
合商社体制が，形成されたのである。 60年が転期であることについて，例え
(2) 塩田長英「「安宅産業」研究」 1977年． 17頁。
(3) 御園生等「総合商社は斜陽であるか」「エコノミスト」 1961年5月23日号。な
ぉ，御園生教授の見解の基本線は，すでに58年に発表されている。小林義雄編
「企業系列の実態」「第7章商社」 1958年刊。さらに付言すれば，御園生教授だ
けが，斜陽論を展開した訳ではない。 50年代においては，商社の弱体化を説く
のは一般的な議論であった。例えば，公正取引協会「再編成過程にある貿易商
社の基本動向」 1955年，および，政治経済研究所「日本の貿易業」 1960年を参
照されたい。
(4) 小島正興「再編成期の総合商社」「エコノミスト」 1965年3月23日号， 58頁参
照。
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ば，三菱商事の社史は， 50年代後半を成長準備期とし， 60年代を高度成長期
(5) 
と区分している。 60年を境に，発展段階を質的に区別しているのである。
総合商社斜陽論は， こうした転換期に， 総合商社化の矛盾をついたため
に，大きな反響を喚起したのである。その後の総合商社の発展は，斜陽論の
予測を全くくつがえすものであった。しかし，総合商社の存立基盤を研究す
るうえで， 斜陽論は，硯在なお再検討すべき課題を提供していると思われ
る。
それ故，本楕では，その理論的な問題点を検討しつつ，戦後における総合
商社の存立基盤についての考察をすすめようと考える。
1 総合商社斜陽論
御園生教授が，総合商社の将来の動向について下した結論は，次の引用に
端的に示されている。「近代的産業が確立し， あまつさえカルテル， トラス
ト，コンツニ Jレンなどの独占が成立した場合においては，商社独自の活動の
余地などはほとんどなくなる」。「日本のマンモス商社の『発展』のかげに，
このような資本主義発展にともなう商業資本の地位の後退がひそかにあらわ
(6) 
れつつある」。
教授は，このように商社の斜陽化傾向を説いた。それは，独占段階におけ
る商業資本排除傾向の理論を，総合商社論に適用したものであった。以下で
は，「斜陽論」の内容を，少し詳細に検討しよう。 というのも， これまで，
斜陽論という表題だけが，センセーショナルに取上げられてきた傾向がみら
れるからである。
「斜陽Jという言葉は，ジャーナリスティックな表現であり，科学的概念
として正確なものではない。実際には，そこに含まれていた内容は，多岐に
わたっていた。おおよそ，斜陽論には，次の 3つの命題が提起されていたの
(5) 「三菱商事その歩みー20周年記念号」 1975年， 30~36頁。
(6) 御園生等，前掲「総合商社は斜陽であるか」 17頁。
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である。
①総合商社の銀行資本に対する従属的地位 ⑨産業独占体に対する従属的
地位 ③総合商社の活動領域の縮小化である。
① 戦前の財閥商社が，財閥本社的な役割をもって，金融資本の中心とし
て君臨したのに比べると，戦後の商社はそうした力を持ちえなくなり，銀行
資本が資本集団の統轄者として現われるにいたった。商社の銀行資本に対す
る従属は，銀行からの借入金の増大，商社の大株主としての銀行資本の優越
性としてあらわれている。
そして，高度成長期における企業集団の形成過程においても，真の主役は
銀行であり，「商社の役割は， 新コンツェルン結成に至る過渡において，こ
(7) 
れらの企業間のさしあたっての斡旋・仲介役以上には出ない」と，商社の従
属性を指摘している。また，商社の再編・統合過程自体が，銀行の主導のも
とにすすめられてきたのである。
③ 端的に言えば，産業独占体に対する販売代理人化である。戦後の資本
蓄積は，産業資本を基軸にすすめられ，他方商社は，中小資本に分裂した状
態であったので，販売における産業独占の相対的地位は強固になり，商社は
コミッションマーケセント化するにいたった。具体的には，鉄鋼・紡績資本
に対する商社の地位にみられる。この場合には，商社は単に仲介手数料を取
得するにすぎず， 販売量， 価格， 納期などは， すべて産業資本に指示され
て，商社の主体的商業活動はほとんど存在しない。綿花輸入や食料輸入も，
紡績資本・政府の注文によって，輸入実務を代行するにすぎない。こうした
事例から， 教授は，「商社はその独自活動というより， メーカーの利害の範
囲内において，その指示にもとづいてのみ，商社活動をおこなうしかなくな
(8) 
った」と，商社の自主性の喪失，産業独占体への従属を結論する。しかも，
商社間の売上高拡張競争は，産業資本の地位を相対的に有利にし，商社が受
取る仲介手数料は削減される傾向にあり，利益率は逓減を余儀なくされてい
(7) 御園生等，前掲「商社」「企業系列の実態」 202頁。
(8) 御園生等，前掲「総合商社は斜陽であるか」 15頁。
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る。
⑧ 商社の流通からの排除傾向である。 自動車， 電気機械， 機械などの
部門にみられるように， メーカー直系の販売店系列の組織化がすすめられ
ていること，これら産業は，国内販売だけでなく，輸出においても商社依存
から脱却して，直輸方式を採りつつある。こうした傾向は，産業独占体が強
固になるにつれて進展する一般的法則であり，商社の活動領域は徐々に削減
されることになる。戦前からの商社の独自領域である，中小企業に対する問
屋制度的支配についても，産業独占体の直接的系列支配が強められる。その
ため，「いきおい商社は巨大メーカーの直接支配の及んでいない部面をもと
． 
めてもさくを続け，メーカーの直接系列にもれた中小企業を『系列化』する
(9) 
しかなくなってくる」という。即ち，産業独占体との流通支配をめぐる対抗
関係のなかで， 総合商社は固有の活動領域を奪われ， 弱体化するしかない
と，結論するのである。こうした議論も，当時の流通革命論と相まって説得
(10) 
力を強めたと思われる。
さて，総合商社論としての「斜陽論」の独自性は，以上の 3つの論点のう
(11) 
ち，特に⑧の論点に強調を置いた点にあり，いわば，産業独占体のヘゲモニ
ーのもとでの，総合商社解体論，商社無用論という内容のものであった。産
業独占体への従属は，産業独占体による直接の流通支配にまで発展し，その
ため，商業独占は成立しえないと結論したのである。教授によれば，戦後す
すめられてきた総合商社化は，商社の発展を意味するものではなく，実際に
は，各商社が取扱実績を伸ばそうとして，無限に取扱分野を拡げた結果であ
る。しかし，日本経済の重化学工業化にともない，とりわけ高度成長を主導
した花形産業では，メーカー直属の商社を利用する方向に進んでいる。商社
間の競争は，小さくなりつつあるパイを争うものにならざるをえない。その
(9) 御園生等，同上， 15頁。
(10) 流通革命論は，問屋滅亡論を唱えていた。例えば， 林周二「流通革命」 1962
年， 170頁。
(11) ①，③に関しては，松井清教授の先駆的分析がある。松井清「貿易商社論」
1952年。
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ため，「商社の総合化の自己運動が， それ自体の矛盾をいよいよ拡大し， 拡
大された矛盾の重みに耐えかねて，おのずから『分裂』にのめり込んで行か
(12) 
ざるをえない」という訳である。即ち，総合商社は解体し，分裂＝メーカー
直属の専門商社化の道を歩まざるをえないと予測した。総合商社の存立基盤
は消減しつつあるというのが，その結論であった。
しかしながら，硯実には60年代に入ると総合商社はいくつかの再編をくり
返しながらも，巨大な商業独占体に成長している。決して斜陽産業ではなか
ったのである。斜陽論が提起した個々の現象，銀行資本・産業資本に対する
商社の従属性，及ぴ産業独占体の直接的流通支配の傾向に胴しては，大方異
論のないところであろう。しかし，それから導き出された将来の予測につい
ては，誤っていたといえるのである。すでに，斜陽論に関して，多くの議論
(13) 
が出されているが，本稿では，特に，戦後総合商社の存立基盤について，斜
陽論が見落とした点を検討することにしよう。
2 「斜陽論」の問題点
斜陽論の問題点として，まず指摘すべきことは，独占段階における商業資
本の排除傾向を一般法則と把え，それを総合商社論に直接に適用した点であ
る。，斜陽論によれば，商業資本が独自に介在しうる流通領域は，増々縮小化
(12) 御園生等，前掲「総合商社は斜陽であるか」 20頁。
(13) 斜陽論に対して，最も敏感な反応を示したのは，現場の商社マンであった。彼
等は，総合商社を単なる商業資本ではなく，多角的機能を有する流通資本と把
えることを主張した。新しい機能とは，オルガナイザー機能，マーケティング
機能，金融機能などである。こうして，総合商社は古い殻を脱皮して，時代に
対応した発展を遂げつつあると；斜陽論を批判したのである。例えば，帯刀与
志夫「総合商社の新路線」「エコノミスト」 1963年6月18日号， 山路通夫「総
合商社の構造機能の再検討とその展望」伊藤忠「調査時報」第161号， 1964年
2月参照。そして，商社機能論は，以後の総合商社論に大きな影響を与えてき
たが，総合商社の多面的機能を羅列的に並べることによって，その発展を賛美
するような議論に陥りやすいのである。
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されるということであるが，実際には，独占段階では，それに反対する諸要
因もくり返し現われることに注意されねばならない。森下二次也教授も指摘
(14) 
するように，独占段階における生産量の培大による実現すべき商品価値総
額の増加や，新製品導入にともなう市場開拓の必要性は，商業資本の必要性
を港在的に高めるものであるし，また，独占資本による流通過程での搾取の
強化，中小資本に対する下請的支配，低開発諸国に向けての経済的進出など
は，市場問題を尖鋭化するとともに，商業資本の介在の余地を拡大する傾向
を有している。要するに，独占段階における歴史的法則として商業資本の排
除が進行するとしても，それは，産業独占体が排除を有利とするような諸条
件を前提としたうえで，長期的に現われる傾向なのである。それ故，特定の
国および時期における商業資本の存在を問題にする場合には，資本蓄積構造
に規定された流通機構における，具体的諸条件を分析しなければならない。
55年からはじまる戦後日本の高度成長は，生産力の発展にともなう商品価
値総額の急速な増大をもたらして，商業資本の取扱高を港在的には高める基
盤を作り出した。また，急テンボの重化学工業化は，家電， 自動車などの耐
久消費財を中心に商社の排除傾向をともなったとしても，次々と新しい産業
を生み出すことによって，他方では商社の介在分野を拡げていった。商社の
取扱商品の多様化は，単に追いつめられた商社のよろず屋指向的なあがきで
はなく，産業資本の側にも商社の介入を必要とした基盤が，広汎に存在した
とみるべきであろう。とりわけ，新興重化学工業では，莫大な固定資本投資
によって， 生産物の市場を短期に開拓し， 循環を円滑に運行する必要があ
り，この点で商社に依存する必要も大きかったと考えられる。この点は後に
もふれるが，要するにここで確認すべき点は，個々の産業部門で，独占的市
場支配を強めるために商社排除が進められたといっても，そこから直ちに商
社活動領域が縮小化するときは結論できないということである。高度成長下
では，一般的に考察しても，商社の活動領域が膨張する港在的な基盤も作り
出されるのである。
(14) 森下二次也「現代商業経済論」 1960年， 249~52頁。
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次に指摘すぺき点は，斜陽論が，主に産業資本による販売の側面から商社
排除を説いたことである。周知のように，産業資本の流通過程は， G-Wと`
W'ーG’ 即ち購買と販売の二過程から成り立っている。商業資本排除論は，
産業資本が市場問題の激化に対応して，販売過程W'ーG'において直接的市
場支配にのり出すことを示したものである。 しかし， 一国の流通全体を問
題にする場合，販売だけでは，流通の半分を分析したに過ぎないのである。
むろん，ー産業資本の購買には，他の産業資本の販売が対応しているから，
販売の分析だけで十分だと抽象的には言えるが，日本資本主義のように，生
産手段を外国に依存し（加工貿易型）， 近代的独占体と中小企業， 農業との
二重構造を特質とする場合には，産業独占休の販売行動で全体を規定するこ
とはできないのである。
戦前においては，三井物産が満州大豆のヨーロッパ輸出で名をはせたよう
に．農産物などの原料の独占は，商社の重要な利潤源泉であった。原料独占
は，単に原料販売からの利益にとどまらないメリットを与えた。三井物産の
綿花取扱いを例にとれば， 「棉を取扱って居れば紡績業者との接触があり，
紡績業を始めようとする人は結局棉を供給する三井物産に相談するし，機械
の注文も貰えるし，又棉を物産が供給し，機械を買ってやったとすれば，又
(15) 
其処で製造された商品を売らせて呉れるといった便宜もある」。 こうした関
連で，綿花の供給を支配することによって，機械の購入から製品の販売にい
たるまで，産業資本の流通過程全体に喰い込んでいったのである。即ち，戦
前の商社史は，貿易依存度の高かった日本資本主義において，原料輸入の独
占的支配が，商社の流通支配の重要な基盤であったことを物語っているので
ある。これを産業資本の側からみれば，始発のG-Wにおける商社への従属
によって， W'ーG'も支配されるという関係である。
戦後日本資本主義は，植民地を失い，商社の原料基盤も弱体化したが，か
といって，総合商社の分析において販売市場に重点を置いて，輸入市場を軽
視する根拠はない。ここでは， 60年度における上位四社の取扱比率を示す簡
(15) 三井物産株式会社「三井物産小史」 1951年 (1965年再刊）， 42頁。
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上位四社の取扱比率 (1960年度）
三菱商事三井物産！丸紅飯田 1伊 藤 忠
輸 出 17.4 18.4 15.9 15.4 
輸 入 29.9 25.6 21.2 19.8 
国 内 51.3 53.6 61.2 63.5 
国 間 1.4 2.4 1.8 1.3 
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 
販 （百売万総円） 額 644,413 639,528 612,738 544,596 
（単位：彩）
有価証券報告書各社版より算出，作成。
単な表を掲げよう。一見してわかるように，どの商社も貿易の取扱高構成で
は著しい入超構造を示している。単年度表示のため不十分なものであるが，
こうした入超構造は50年代， 60年代において各社ともほぼ一致した構成なの
である。即ち，貿易に関する限り，販売よりも購買において商社の取扱比率
は高いのである。 この問題の具休的分析は後に述べることにして， ここで
は，総合商社の存立基盤を問題にする場合には， 日本の経済構造からみて
も，販売側面中心の分析では不十分なことを指摘するにとどめよう。
最後に指摘すぺき点は，これまでの論点とも関連するが，御園生教授によ
る戦後日本資本主義の経済構造の把握の問題である。斜陽論は，戦後日本の
独占資本が近代的独占資本として自立的で強固なものに成長しつつあること
を前提している。教授は，戦後日本の経済構造において，「かつて財閥系商
社の役割を過大に評価せしめていた経済的基盤は，そのほとんどが消減して
(16) 
いる」と述ぺている。財閥系商社の基盤とは，戦前の日本では貿易依存度が
著しく高かったこと，および，遅れた中小零細企業が商社の問屋制的支配の
基盤として経済構造に大きな比重を占めていたことである。戦後は，旧財閥
が解体され，こうした経済構造は消減している。それ故，商社の役割も変化
(16) 御園生等，前掲論文「企業系列の実態」 201頁。
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せざるをえず，結局は，近代的独占資本によって無用化されざるをえないと
いうのである。
ここでは， 戦後日本の経済構造全体を議論することはできないが， 例え
(17) 
ば，戦後において貿易依存度が低下した現象を考えてみよう。これは教授が
考えているように，戦後は近代的独占資本が発展したために，対外依存度が
減少したからであろうか。確かに，農地改革などの民主化によって国内市場
の急速な発展があったことは重要である。しかし，戦後の貿易依存度の低下
には特殊な諸条件が作用していた。それは， 日本資本主義の対米従属によっ
て，戦前の重要市場であった近隣市場を喪失し，アメリカ市場中心の国際分
業体制に強制的に編入されたことである。そのため，輸出は低滞し，貿易は
国家によって統制されてきた。輸入は，必需品の範囲に制限を加えられた。
戦後日本の貿易依存度の低下は，このような外的強制の結果でもあったので
ある。それ故，貿易依存度の低下をもって， 日本の独占資本が対外依存度を
低めたとは決して言えないのである。事実はむしろ逆であって，アメリカ市
場に強制編入されたことは，産業構造自体の国際分業体制に適合した形での
再編成をもたらし，日本独占資本は，対米従属的な対外依存を深化させてき
たのである。だから，戦後の貿易依存度の低下が，戦前との対比において商
社の重要な存立基盤を解体させたと，一面的に結論することはできない。戦
後日本の独占資本は，対米従属的に編成され，このことが，戦後の商社に新
たな存立基盤を提供したとみるべきである。戦後日本に固有な現象として総
合商社化がすすめられてきたことも，こうした経済構造を基盤に位置づけら
れねばならない。
(17) 戦後における貿易依存度（愉出入総額／国民所得）低下硯象の解明は，日本貿
易論の重要な課題であった。「経済白書」 56年版の迂回生産論に端を発して，
マルクス経済学からも活発な論議が行なわれた。ここでは，その全体を述べる
ゆとりはないが，本稿での以下の記述と関連するものとして，次の文献を参照
されたい。木下悦二「貿易政策と貿易問題」「講座硯代日本の経済と政治」 1958
年， 316~20頁。村岡俊三「戦後の対外関係の展開」「講座日本資本主義発達史
論」 1969年， 237~41頁。
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そして，この点を商社論において最初に指摘したのは，森下二次也教授だ
と思われる。森下教授は， 52年からはじまる商社合同の動きについて，次の
ように問題提起をしている。「現在のわが国の独占資本は自立的な独占資本
ではない。それは基本的には外国帝国主義に従属し，従属的にこれとプロッ
クをむすぶことによって最大限利潤のおこぽれを頂戴しながら身を保ってい
る買弁的独占資本である。この点についての明確な認識をかいては，現在の
(18) 
商社の整理統合問題を真に理解することはできない。」
斜陽論は， 日本独占資本の対米従属についての明確な認識をかいていたの
である。
3 統合商社の存立基盤
総合商社の主要な存立基盤を，結論的に言うならば， 日本の独占資本は，
資本循環を自力で遂行しうるほど強固ではなく，生産技術および原料の決定
的な対米従属のもとにはじめて強蓄積が可能だったのであり，こうした構造
のなかで総合商社が日米独占資本の従属的仲介者として不可欠だったという
ことである。以下では，技術導入を中心にこの点を検討しよう。
三井物産の最近の社史は， 総合商社斜陽論をハネ返した商社の戦略とし
(19) 
て，第 1に情報機能の拡大をあげている。情報機能といっても漠然としてい
るが，それは，「内外市場の状況や， 先端技術の情報などをメーカーに知ら
せ，さらに技術導入の仲介役となる」ことである。つまり，技術導入機能と
いうべきものである。
そして，具体的事例として，東洋レーヨンがデュポン社からナイロンの製
造技術を導入するに際して，当時の第一物産がこれを側面援助し，ナイロン
製造の中間原材料の商権をも獲得したことをあげている。さらにつづけて，
(18) 森下二次也「商社合同の意味するもの」「公正取引」 1954年8号， 11頁。
(19) 「挑戦と創造一三井物産100年のあみみ」 1976年， 208~12頁。参考までに，そ
の他の戦略をあげれば，営業活動の垂直統合，新マーケットの開拓，金融機能
の拡充と先行投資である。
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「戦時中，アメリカで発展した石油化学工業の全情報を三井物産はすでに入
手している。これが三井石油化学の設立や，同社からの一手販売権の獲得に
つながった」と，優れた情報網を誇示している。これらの叙述は，三井物産
にとって，アメリカの先端技術の情報を入手し，日本の独占資本に売込むこ
とが，総合商社として固有の重要な機能であったことを示すものである。
ここで， 60年3月までの技術導入の実態を概観しよう。 49年度からの11年
間に，技術導入認可総件数は 1,069件にのぼっている。その内わけを業種別
にみると，機械類が 563件と52.7彩で過半数を占めている。機械類のなかで
は， 家電を中心とする電気機械が 237件で， 総件数の 22.2彩におよんでい
る。次いで，自動車などの輸送用機械は 7.0彩であり，その他は，主に産業
用機械である。新興部門主体の化学工業関係は， 223件で 20.9彩を占め，金
属及び同製品も 101件， 10.3彩と高い比率にある。そして，以上の機械，化
学，金属の合計は総件数の84彩にものぼり，技術導入の大半を占めていたこ
(20) 
とがわかる。この数値は件数表示のため，必ずしも適切なものとはいえない
が，高度成長を支えた家電，鉄鋼，石油化学，自動車などの重化学工業部門
が，この時期に精力的に技術導入をすすめ，それを基盤として強蓄積を行っ
ていったことが理解できよう。 ． 
中村静治教授は， この時期の急速な技術導入の根拠として， 「貿易の自由
化が日程にのぼっては，国際競争に耐える新鋭技術の導入をせざるをえなか
ったこともあるが，卒先新技術を導入したもの，すなわち企業競争の勝者と
(21) 
なることが，それまでの経験で明らかになった」からだと指摘している。ア
メリカ独占資本から新鋭技術を導入することは，資本間の生存競争に打ち勝
つための重要な手段であった。そしてこのことは，個別資本間の競争にとど
まらず，企業集団間の競争においてとりわけ重要であった。高度成長期に入
(22) 
ると，各企業集団は「新興産業をワンセット支配下におく」投資行動をと
(20) 通商産業省企業局「外資導入ーその制度と実態ー」 1960年， 147頁より。
(21) 中村静治「戦後日本経済と技術発展J1968年， 112頁。
(22) 宮崎義一「戦後日本の経済機構」 1966年， 73頁。
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り，集団の消長をかけて，石油化学や合成繊維などの成長率の高い新興重化
学工業分野に先を競って参入した。その際の優劣を競う条件こそ，新鋭技術
の卒先導入だったのである。
ところで，技術導入がいかなる経路を通じて行なわれたか，はっきり示す
資料は見当たらないが， 大部分が総合商社を経由して導入されたとみられ
る。たとえば， 商社マンの研究集団は次のように指摘している。「およそ当
時 (56年～61年一筆者）の技術導入に商社の介在しないものは皆無といって
よく，困難な導入条件の交渉，契約のとりまとめ，新鋭機械の輸入業務から
(23) 
据付まで，強力な裏方としてその力を遺械なく発揮した」。
企業集団にとって，決定的重要性をもつ技術導入は，日本独占資本の従属
的仲介者としての総合商社によって橋渡しが行なわれ，最新技術が日本に流
入したのである。この機能ゆえに，総合商社は企業集団のなかで銀行に次い
で中枢的役割を果たすことができた。それ故，各商社にとって，新鋭技術を
導入するための情報収集力が，企業集団の中でその存在価値を測るものとな
る。先に三井物産の例をあげたが，「情報機能の拡大」には各社とも力を入
れたのである。 さきの研究集団も次のようにいう。「商社は技術導入の仲介
・斡旋役として活発な動きを示した。海外有カメーカーの対日販売総代理権
の取得に各商社はしのぎをけずった。情報収集力の優劣が勝負を左右するこ
(24) 
ととなり，海外支店の強化充実に各商社とも力を入れた」。
そして，商社にとって技術導入を仲介することは，直接的な仲介手数料の
取得にとどまらず，それ以上に多大な間接的利益をもたらすものであった。
設備投資に付随して，原材料の購入や製品の販売の商権を獲得できたからで
ある。三井物産の例でも，ナイロン製造技術の導入によって，石炭酸などナ
イロン製造の中間原材料の商権を取得し，また石油化学技術の仲介からは，製
品の一手販売権を獲得している。こ、のように，先端技術の仲介によって，総
合商社は，重化学工業化のなかであらゆる産業分野に商権を拡張することが
(23)商社機能研究会「硯代総合商社論」 1975年， 16頁。
(24) 同上， 16頁。
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できたのである。そうした背景には，対米従属的な技術依存構造があった。
つまり，高度成長期における性急な技術導入競争によって，「原料基盤から完
成品の形態まで，つまりーから十まで母国の方式が踏襲され，技術的植民地
(25) 
の様相が色濃くきざみこまれるにいたった」ことである。ここでいう技術的
植民地化こそ， 総合商社を必要とした経済的基盤であった。新興産業部門
が，内的自生的に発展したものでなく，外から短期に導入されたために，そ
れにともなう流通機構も短期間で開拓せねばならなかった。新製品の販売市
場の開拓や，原料購入経路の確保が必要であった。それを，新興の個別独占
資本が自力で遂行するのは著しく困難な課題であり，商社を起用することで
解決をはってきたのである。総合商社は，いわば，産業諸部門間の連関を円
滑化する機能を，日本型商業独占体の固有の機能として果たしてきたといえ
よう。
以上のような経済構造のなかで，各商社が競って総合商社化を目標とした
ことは必然的帰結であった。専門商社は，諸産業が必要とする多角的な機能
を果たせないものとみなされ，商社間の競争のなかで，発展を制約されざる
をえなかったのである。「総合商社の強みは， たとえば原料炭の輸入を出発
点として，それを日本の製鉄会社に売り，その製鉄会社の製品を造船会社に
回すとともに，船主と交渉して船の注文をとり，船主に対しては鉄鉱石輸入
のさいに，その船を利用することを約束し， 積荷の鉱石は製鉄会社へ納入
するーといったぐあいに，つぎつぎと取引のクサリをつなぎ，輸を広げてい
(26) 
ける点にある」。 このような流通の組織者としての役割が，総合商社に求め
られたのである。これを言い換えると，日本の独占資本の脆弱性を流通部面
で補完することが，総合商社の機能であったといえよう。
そして， 60年頃には，世界的にも特異な総合商社体制が確立する。繊維系
商社も， 高度成長の過程で， 重化学工業品の取扱比率を徐々に高めていっ
た。例えば，旧関西五綿の一角，伊藤忠は， 62年に繊維対非繊維の取扱比率
(25) 中村静治，前掲書， 113頁。
(26) 前掲「挑戦と創造」 199頁。
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が49:51と逆転し，繊維商社を脱皮して，内容的にも総合商社へと移行して
ぃ;:)
最後に，対米従属的技術導入と商社との関係では， 55~6年における原子
カ産業グループの結成を指摘しなければならない。これは，原子力の開発利
用を目的に，各企業集団が内部での結束を強化しつつ取組んだものである。
アメリカ独占資本との技術提携が条件であったことは当然である。そして，
原子力産業グ）レープには， 各集団を代表する商社がとりまとめ役（幹事会
社）として参加している。グ）レープ名と主要銀行，商社を示せば以下の通り
である。三菱原子動力委員会一三菱銀行一三菱商事，東京原子力産業懇談会
ー富士銀行ー丸紅飯田， 日本原子力事業会一三井銀行ー第一物産，住友原子
力委員会一住友銀行ー住友商事， 第一原子力産業グループー第一銀行一日
(28) 
商。この時期において，企業集団とその中心商社の位置づけが，ほぽ整備さ
れたと理解できる。そして，商社を含めた結束を促進したものは，技術導入
の必要性であり，流通の組織化であった。
斜陽論では，原子カグループにおける商社の役割の評価は，不当に低い。
グ）レー•プの中での商社は，「資本的集団としての形態整備をおこなうまでの
過程を，あっせんし仲介するにとどまり，その中心的役割をになうものでは
(29) 
ない」。そして，いずれは排除されるというのである。 しかし， これまで指
摘してきたように，原子カゲループの例は対米従属的技術導入の氷山の一角
にすぎず，総合商社は重化学工業部門の広汎な分野で，仲介者としての機能
をフルに発揮したのである。
おわりに
これまで述べてきたように， 日本独占資本の対米従属は，総合商社にとっ
て主要な存立基盤であった。総合商社斜陽論は，この点を見落とし，商業資
(27) 「伊藤忠商事100年」 1969年， 239頁参照。
(28) 藤井賢三郎「電気機械工業」小林義雄絹，前掲「企業系列の実態J174頁参煕。
(29) 御園生等，前掲「総合商社は斜陽であるか」 18頁。
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本排除論を直接に適用したために，一面的な没落必然論に陥ってしまった。
といっても，斜陽論が総合商社の抱える矛盾を端的に指摘したことは否定で
きない。日本独占資本の発展は，原料から完成品までの生産の垂直統合化に
よる流通段階の短縮化や，販売市場に対する直接支配の動きをもたらし，そ
の限りで総合商社は既存の活動領域を奪われ，無用化される傾向をともなう
からである。それは，特に国内取引で現われている。しかし，日本の独占資
本は，一部を除けば，国際的にみて依然として脆弱であり，その弱点を流通
部面において補強・補完するものとしての総合商社の役割は，当分は必要と
されることになる。
そして，斜陽論との関連でつけ加えねばならないのは，商社強化のために
(30) 
国家の助成措置が度々とられてきたことである。このことは，独占資本総休
からみた場合に，総合商社は無用ではなく，育成される必要のある存在だっ
たことの例証でもある。
さて，本稿では，斜陽論を中心に60年前後までの時期を対象とし，主に技
術導入を中心に論じてきた。しかし，総合商社の存立基盤を考察するうえで
は，いくつかの重要な点が未考察であることをつけ加えねばならない。ひと、'
つは，原料問題である。 60年代にはいると，資源の低廉で完定的な確保をめ
ざして，総合商社は海外進出の先兵として活躍することになる。いまひとつ
(31) 
は総合商社による中小企業支配の問題である。総合商社の存立基盤の解明に
は，これらを含めた総合的視角が必要であるが，後日の課題としたい。
(30) 50年代における商社強化政策には次のものがある。①特定貿易における指定商
社制度，いわゆる輸入代行，③外貨割当における輸入実績主義，③輸出規制に
よる零細商社排除，④外貨保有における巨大商社優先である。木下悦二前掲論
文， 331~2頁。
(31) この点については，中野安「総合商社の存立基盤の変化」大阪市立大学経済研
究所「企業集団と産業支配（続）」 1975年が詳しく分析している。
